










（ 続紙 １ ）                             
















































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
 継続的契約では、契約が長期にわたるため、その間に履行障害が生じる可能性が
高くなる。そのような場合について、契約を遡及的に清算することは当事者の利益
に適さないことから、将来に向かって契約を終了させることが必要となる。こうし
た継続的契約の解約告知については、期間の定めがない場合に、告知期間を定めて
契約を終了させる通常の解約告知のほか、期間の定めの有無にかかわらず、重大な
事由に基づいて即時に契約を終了させる特別の解約告知がある。もっとも、日本の
現行民法には、特別の解約告知に関する一般的な規律はなく、各則の一部で定めら
れているにすぎない。2017年の債権法改正においても、特別の解約告知に関する一
般的な規律の創設が検討されたが、最終的に規定は設けられず、今後も解釈に委ね
られることになっている。そこで、本論文は、この問題に関して多くの規律を有す
るドイツ法を取り上げ、それらの規律の全体像とその基礎にある考え方を分析する
ことを通じて、継続的契約の解消法理の問題構造を明らかにすることを試みてい
る。 
 本論文の評価すべき点は、次の２点にまとめられる。 
 第一は、継続的契約の解消に関するドイツ法の規律の全体像を明らかにした点で
ある。ドイツでは、2002年の債務法改正において、特別の解約告知に関する一般規
定（BGB314条）が明文化されたことは、日本でも知られているが、賃貸借や雇用、
委任、寄託をはじめ、各則において契約の解消に関する数多くの多様な規定がある
ことは、十分に知られていない。本論文は、それらの規律を体系的に整序し、その
内容と基礎にある考え方の異同を明らかすることにより、ドイツ法の全体像を把握
するための貴重な手がかりを提供している。 
 第二は、契約制度全体における継続的契約の解消制度の位置づけを明らかにした
点である。具体的には、契約解除の一般規定及び事情変更法理との関係を検討する
ことを通じて、それらの制度が当事者が引き受けた義務・責任の範囲の確定の問題
を対象とするのに対し、特別の解約告知はそれを超えた契約による拘束の限界を規
律するものであるとしている。 
 このように、本論文は、ドイツ法の検討を通じて、継続的契約の解消法理の問題
構造を明らかにするものであり、日本法における具体的な結論は課題として残され
ているものの、この問題について今後検討を進める上で基礎となるべきものと評価
することができる。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。 
また、平成31年2月1日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表
  
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
 
 
 
 
 
 
